
第一六八回 

衆第二〇号 

   政治資金規正法の一部を改正する法律案 

 政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）の一部を次のように改正する。 

 政治資金規正法目次中「第三章 公職の候補者に係る資金管理団体の届出等」を 

「 第三章 公職の候補者に係る資金管理団体の届出等  

 第三章の二 国会議員関係政治団体に関する特例等  

  第一節 国会議員関係政治団体に関する特例  

  第二節 登録政治資金監査人  

  第三節 政治資金適正化委員会 」 

に改める。 

 第六条第一項中「あつては、」を「あつては」に改め、「された日」の下に「、第十九

条の七第一項第二号に係る国会議員関係政治団体として新たに組織され又は新たに政治団

体となつた団体にあつては第十九条の八第一項の規定による通知を受けた日」を、「とき

はその旨」の下に「、当該政治団体が第十九条の七第一項第一号に係る国会議員関係政治

団体であるときはその旨及びその代表者である公職の候補者に係る公職の種類、当該政治

団体が同項第二号に係る国会議員関係政治団体であるときはその旨、同号の公職の候補者

の氏名及び当該公職の候補者に係る公職の種類」を加え、同条第三項中「告示」を「公

表」に改める。 

 第七条第一項中「異動の日」の下に「（第十九条の七第一項第二号に係る国会議員関係

政治団体に該当したとき又は当該国会議員関係政治団体に該当しなくなつたときにあつて

は、第十九条の八第一項又は第二項の規定による通知を受けた日）」を加え、「同条第一

項」を「第六条第一項」に改める。 

 第七条の二第一項中「並びに当該」を「、当該」に改め、「その旨」の下に「、当該政

治団体が第十九条の七第一項第一号に係る国会議員関係政治団体であるときはその旨及び

その代表者である公職の候補者に係る公職の種類並びに当該政治団体が同項第二号に係る

国会議員関係政治団体であるときはその旨、同号の公職の候補者の氏名及び当該公職の候

補者に係る公職の種類」を加え、「告示」を「都道府県の公報又は官報への掲載、インタ

ーネットの利用その他の適切な方法により公表」に改め、同条第二項中「告示をした」を

「公表を都道府県の公報への掲載により行つた」に、「当該告示」を「当該公報」に改め、

同条第三項中「告示」を「官報への掲載、インターネットの利用その他の適切な方法によ

り公表」に改める。 

 第九条第一項第二号中「及び第十七条」を「、第十七条、第十九条の十一、第十九条の

十三及び第十九条の十六」に改める。 

 第十一条第二項中「領収書等」の下に「（振込みの方法により支出したときにあつては、

金融機関が作成した振込みの明細書であつて当該支出の金額及び年月日を記載したもの

（以下「振込明細書」という。））」を加える。 



 第十二条第二項中「領収書等の写し」の下に「（当該領収書等を複写機により複写した

ものに限る。以下同じ。）」を、「年月日を記載した書面」の下に「（第十九条の十一第

一項において「領収書等を徴し難かつた支出の明細書」という。）」を加え、「並びに金

融機関が作成した振込みの明細書であつて当該支出の金額及び年月日を記載したものの写

し」を「及び振込明細書の写し（当該振込明細書を複写機により複写したものに限る。）。

以下同じ。」に改める。 

 第十六条第一項中「及び領収書等」を「、領収書等及び振込明細書」に改める。 

 第十七条第三項中「告示」を「都道府県の公報又は官報への掲載、インターネットの利

用その他の適切な方法により公表」に改め、同条第四項中「告示をした」を「公表を都道

府県の公報への掲載により行つた」に改める。 

 第十八条第一項中「第十八条第二項」を「第十八条第三項」に、「第十八条第三項」を

「第十八条第四項」に改め、同条第四項を同条第五項とし、同条第三項を同条第四項とし、

同条第二項中「前項」を「第一項」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次

の一項を加える。 

２ 前項の場合において、政治団体の支部が第十九条の七第二項に規定する政党の支部で

あるときは、当該政治団体の支部は、第六条及び第六条の三から第七条の二までの規定

の適用については、それぞれ一の第十九条の七第一項第一号に係る国会議員関係政治団

体とみなす。 

 第十八条の二第二項中「あつては、」を「あつては」に改め、「された日」の下に「、

第十九条の七第一項第二号に係る国会議員関係政治団体として新たに組織され又は新たに

政治団体となつた団体にあつては第十九条の八第一項の規定による通知を受けた日」を加

える。 

 第十九条の二第一項中「告示」を「都道府県の公報又は官報への掲載、インターネット

の利用その他の適切な方法により公表」に改め、同条第二項中「告示をした」を「公表を

都道府県の公報又は官報への掲載により行つた」に、「当該告示」を「当該都道府県の公

報又は官報」に改める。 

 第十九条の五の二中「資金管理団体の」を「資金管理団体（第十九条の七第一項に規定

する国会議員関係政治団体であるものを除く。）の」に改める。 

 第三章の次に次の一章を加える。 

   第三章の二 国会議員関係政治団体に関する特例等 

    第一節 国会議員関係政治団体に関する特例 

 （国会議員関係政治団体） 

第十九条の七 この節において「国会議員関係政治団体」とは、次に掲げる政治団体（政

党及び第五条第一項各号に掲げる団体を除く。）をいう。 

 一 衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者が代表者である政治団体 

 二 租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第四十一条の十八第一項第四号に



該当する政治団体のうち、特定の衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者を推

薦し、又は支持することを本来の目的とする政治団体 

２ この節の規定（これに係る罰則を含む。）の適用については、政党の支部で、公職選

挙法第十二条に規定する衆議院議員又は参議院議員に係る選挙区の区域又は選挙の行わ

れる区域を単位として設けられるもののうち、衆議院議員又は参議院議員に係る公職の

候補者が代表者であるものは、それぞれ一の前項第一号に係る国会議員関係政治団体と

みなす。 

 （国会議員関係政治団体に係る通知） 

第十九条の八 衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者は、前条第一項第二号に係

る国会議員関係政治団体に該当する政治団体があるときは、当該政治団体に対し、文書

で、同号に係る国会議員関係政治団体に該当するため第六条第一項又は第七条第一項の

規定による届出をする必要がある旨を、遅滞なく、通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知をした者は、衆議院議員又は参議院議員に係る公職の候補者で

なくなつたときは、当該政治団体に対し、文書で、前条第一項第二号に係る国会議員関

係政治団体に該当しなくなつたため第七条第一項の規定による届出をする必要がある旨

を、遅滞なく、通知するものとする。 

３ 前二項の文書の様式は、総務省令で定める。 

 （国会議員関係政治団体に係る支出の手続） 

第十九条の九 国会議員関係政治団体の会計責任者又は国会議員関係政治団体の代表者若

しくは会計責任者と意思を通じて当該国会議員関係政治団体のために支出をした者に係

る第十一条の規定の適用については、同条第一項中「一件五万円以上のすべての支出」

とあるのは「すべての支出」と、同条第二項中「一件五万円以上の支出」とあるのは

「支出」とする。 

 （国会議員関係政治団体の報告書の記載等） 

第十九条の十 国会議員関係政治団体（第十二条第一項又は第十七条第一項の規定により

報告書に記載すべき収入及び支出があつた年において国会議員関係政治団体であつたも

のを含む。次条から第十九条の十五までにおいて同じ。）の会計責任者が政治団体の会

計責任者として行う第十二条第一項及び第二項又は第十七条第一項及び第四項の規定に

よる報告書及び領収書等の写しの提出に係る第十二条第一項及び第十七条第一項の規定

の適用については、第十二条第一項中「三月以内」とあるのは「五月以内」と、「四月

以内」とあるのは「六月以内」と、同項第二号中「経費以外の経費の支出」とあるのは

「経費以外の経費（第十九条の七第一項に規定する国会議員関係政治団体である間に行

つた支出にあつては、人件費以外の経費）の支出」と、「五万円以上の」とあるのは

「一万円を超える」と、第十七条第一項中「三十日以内」とあるのは「六十日以内」と

する。 

 （国会議員関係政治団体に係る領収書等を徴し難かつた支出の明細書等の作成） 



第十九条の十一 国会議員関係政治団体の会計責任者は、当該国会議員関係政治団体が行

つた支出のうち領収書等を徴し難い事情があつたものについては、第十九条の十三第一

項の規定により政治資金監査を受けるまでの間に、領収書等を徴し難かつた支出の明細

書（振込明細書があるときにあつては、第十二条第二項の当該支出の目的を記載した書

面。以下「領収書等を徴し難かつた支出の明細書等」という。）を作成しなければなら

ない。 

２ 国会議員関係政治団体の会計責任者に係る第十六条第一項の規定の適用については、

同項中「及び振込明細書」とあるのは、「、振込明細書及び領収書等を徴し難かつた支

出の明細書等」とする。 

 （第十九条の七第一項第二号に係る国会議員関係政治団体についての適用） 

第十九条の十二 第十九条の七第一項第二号に係る国会議員関係政治団体については、第

十九条の九において読み替えて適用する第十一条、第十九条の十において読み替えて適

用する第十二条第一項第二号、同条第二項及び前条第二項において読み替えて適用する

第十六条第一項の規定は、第六条第一項又は第七条第一項の規定により当該国会議員関

係政治団体である旨の届出をした日から適用する。 

 （登録政治資金監査人による政治資金監査） 

第十九条の十三 国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治団体の会計責任者として第

十二条第一項又は第十七条第一項の報告書を提出するときは、あらかじめ、当該報告書

並びに当該報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の

明細書等及び振込明細書について、政治資金適正化委員会が行う政治資金監査に関する

研修を修了した登録政治資金監査人（以下この条及び次条において単に「登録政治資金

監査人」という。）の政治資金監査を受けなければならない。 

２ 前項の政治資金監査は、政治資金適正化委員会が定める政治資金監査に関する具体的

な指針に基づき、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

 一 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書等及び振込明

細書が保存されていること。 

 二 会計帳簿には当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載さ

れており、かつ、当該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えてい

ること。 

 三 第十二条第一項又は第十七条第一項の報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等、領

収書等を徴し難かつた支出の明細書等及び振込明細書に基づいて支出の状況が表示さ

れていること。 

 四 領収書等を徴し難かつた支出の明細書等は、会計帳簿に基づいて記載されているこ

と。 

３ 登録政治資金監査人は、第一項の政治資金監査を行つたときは、政治資金監査報告書

を作成しなければならない。 



４ 前項の政治資金監査報告書の様式は、総務省令で定める。 

５ 国会議員関係政治団体の代表者、会計責任者、会計責任者に事故があり又は会計責任

者が欠けた場合にその職務を行うべき者その他総務省令で定める者である登録政治資金

監査人は、当該国会議員関係政治団体について、第一項の政治資金監査を行うことがで

きない。 

６ 第三項の政治資金監査報告書を作成した登録政治資金監査人である公認会計士に係る

公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）第三十二条第二項（同法第四十六条の十第

二項において準用する場合を含む。）又は第三項の規定による調査については、同法第

三十三条の規定は、適用しない。 

 （政治資金監査報告書の提出） 

第十九条の十四 国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治団体の会計責任者として第

十二条第一項又は第十七条第一項の報告書を提出するときは、前条第三項の規定により

登録政治資金監査人が作成した政治資金監査報告書を当該報告書に併せて提出しなけれ

ばならない。 

 （電子情報処理組織を使用した報告書の提出） 

第十九条の十五 国会議員関係政治団体の会計責任者は、第十二条第一項又は第十七条第

一項の規定による報告書及び前条の規定による政治資金監査報告書の提出については、

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一

号）第三条第一項に規定する電子情報処理組織（第三十二条の二において単に「電子情

報処理組織」という。）を使用して行うよう努めるものとする。 

 （国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示） 

第十九条の十六 何人も、国会議員関係政治団体について、第二十条第一項の規定により

報告書の要旨が公表された日から三年間、当該報告書を受理した総務大臣又は都道府県

の選挙管理委員会に対し、当該報告書に係る支出（人件費以外の経費の支出に限る。）

のうち、第十二条第二項の規定により提出すべき領収書等の写しに係る支出以外の支出

に係る領収書等の写し（以下この条及び第三十二条第一号において「少額領収書等の写

し」という。）の開示を請求することができる。ただし、国会議員関係政治団体でない

間に行つた支出に係る少額領収書等の写しについては、この限りでない。 

２ 前項の規定による開示の請求（以下この条において「開示請求」という。）は、当該

開示請求に係る国会議員関係政治団体を特定し、少額領収書等の写しに係る支出がされ

た年を単位とし、かつ、第十二条第一項第二号に規定する総務省令で定める項目ごとに

区分してしなければならない。 

３ 開示請求は、次に掲げる事項を記載した書面（次項において「開示請求書」とい

う。）を総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に提出してしなければならない。 

 一 開示請求をする者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の団体にあつ

ては代表者の氏名 



 二 開示請求に係る国会議員関係政治団体の名称並びに少額領収書等の写しに係る支出

がされた年及び第十二条第一項第二号に規定する総務省令で定める項目 

４ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、開示請求書に形式上の不備があると認め

るときは、開示請求をした者（以下この条において「開示請求者」という。）に対し、

相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。この場合において、総務大臣又

は都道府県の選挙管理委員会は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供する

よう努めなければならない。 

５ 開示請求を受けた総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、当該開示請求が権利の

濫用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反すると認められる場合に該当するときを除き、

当該開示請求があつた日から十日以内に、当該開示請求に係る国会議員関係政治団体の

会計責任者に対し、当該開示請求に係る少額領収書等の写しの提出を命じなければなら

ない。ただし、前項の規定により補正を求めた場合にあつては、当該補正に要した日数

は、当該期間に算入しない。 

６ 国会議員関係政治団体の会計責任者は、前項の規定による命令を受けたときは、当該

命令があつた日から二十日以内に、総務省令で定めるところにより、当該命令に係る少

額領収書等の写しを総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に提出しなければならない。

ただし、当該命令に係る少額領収書等の写しに係る支出がないとき又は当該命令に係る

少額領収書等の写しと同一の少額領収書等の写しを既に提出しているときは、その旨を

通知すれば足りる。 

７ 第五項の規定による命令を受けた国会議員関係政治団体の会計責任者は、事務処理上

の困難その他正当な理由があるときは、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に対し、

前項に規定する期間を総務省令で定める相当の期間延長するよう求めることができる。 

８ 国会議員関係政治団体の会計責任者は、前項の規定により期間の延長を求めるときは、

第六項に規定する期間内に、延長を求める期間、その理由その他総務省令で定める事項

を記載した書面をもつてしなければならない。 

９ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第七項の規定による期間の延長の求めが

あつたときは、第六項に規定する期間を相当の期間延長するものとする。この場合にお

いて、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長

後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。 

10 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、開示請求者に対し、第六項の規定により

提出された少額領収書等の写し（同項ただし書に規定する同一の少額領収書等の写しが

既に提出されている場合にあつては、当該少額領収書等の写し）（当該少額領収書等の

写しに行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号）第五

条に規定する不開示情報が記録されている場合にあつては、当該不開示情報が記録され

ている部分を除く。）を開示しなければならない。 

11 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、前項の規定により少額領収書等の写しの



全部又は一部を開示するときは、第六項の規定により当該少額領収書等の写しの提出が

あつた日（第五項の規定による命令に係る少額領収書等の写しの全部について、第六項

ただし書に規定する同一の少額領収書等の写しが既に提出されているときは、同項ただ

し書の通知があつた日）から三十日以内に、その旨を決定し、開示請求者に対し、その

旨及び開示の実施に関し総務省令で定める事項を書面により通知しなければならない。 

12 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、次の各号に掲げるときは、遅滞なく、開

示請求に係る少額領収書等の写しの開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、そ

の旨を書面により通知しなければならない。 

 一 当該開示請求が第五項に規定する権利の濫用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反

すると認められる場合に該当するとき。 

 二 第六項ただし書の規定により、国会議員関係政治団体から第五項の規定による命令

に係る少額領収書等の写しに係る支出がない旨の通知があつたとき。 

13 第十一項の規定にかかわらず、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、事務処理

上の困難その他正当な理由があるときは、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長

することができる。この場合において、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、開

示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければ

ならない。 

14 開示請求に係る少額領収書等の写しが著しく大量であるため、第六項の規定により少

額領収書等の写しの提出があつた日から六十日以内にそのすべてについて第十一項の決

定をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前項の規

定にかかわらず、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、開示請求に係る少額領収

書等の写しのうちの相当の部分につき当該期間内に当該決定をし、残りの少額領収書等

の写しについては相当の期間内に当該決定をすれば足りる。この場合において、総務大

臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第十一項に規定する期間内に、開示請求者に対し、

次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

 一 本項を適用する旨及びその理由 

 二 残りの少額領収書等の写しについて開示決定をする期限 

15 少額領収書等の写しの開示は、閲覧又は写しの交付により行う。 

16 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第五項の規定による命令に違反して当該

国会議員関係政治団体の会計責任者が少額領収書等の写しを提出しないときは、その旨

を開示請求者に通知するとともに、その旨並びに当該国会議員関係政治団体の名称及び

主たる事務所の所在地を、遅滞なく、インターネットの利用その他の適切な方法により

公表するものとする。 

17 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第六項の規定により提出された少額領収

書等の写しについて、これに係る第十二条第一項の報告書を保存すべき期間保存しなけ

ればならない。 



18 第六項の規定により提出された少額領収書等の写し（その写しを含む。）については、

行政機関の保有する情報の公開に関する法律又は都道府県情報公開条例（都道府県の保

有する情報の公開を請求する住民等の権利について定める当該都道府県の条例をい

う。）の規定は、適用しない。 

19 開示請求をする者又は少額領収書等の写しの開示を受ける者は、それぞれ、実費の範

囲内において、総務大臣に対する開示請求に係るものについては政令で定める額の開示

請求に係る手数料又は開示の実施に係る手数料を納めなければならない。 

20 前各項の規定は、国会議員関係政治団体が国会議員関係政治団体以外の政治団体とな

つた場合においても、第十六条第一項の規定に基づき領収書等を保存しなければならな

い期間、当該政治団体を国会議員関係政治団体とみなして適用する。 

21 行政事件訴訟法（昭和三十七年法律第百三十九号）第十二条第四項の規定により同項

に規定する特定管轄裁判所に第十一項若しくは第十二項の決定（以下この条において

「開示決定等」という。）の取消しを求める訴訟又は開示決定等に係る不服申立てに対

する決定の取消しを求める訴訟（次項において「少額領収書等開示訴訟」という。）が

提起された場合においては、同法第十二条第五項の規定にかかわらず、他の裁判所に同

一又は同種若しくは類似の少額領収書等の写しに係る開示決定等又はこれに係る不服申

立てに対する決定に係る抗告訴訟（同法第三条第一項に規定する抗告訴訟をいう。次項

において同じ。）が係属しているときは、当該特定管轄裁判所は、当事者の住所又は所

在地、尋問を受けるべき証人の住所、争点又は証拠の共通性その他の事情を考慮して、

相当と認めるときは、申立てにより又は職権で、訴訟の全部又は一部について、当該他

の裁判所又は同法第十二条第一項から第三項までに定める裁判所に移送することができ

る。 

22 前項の規定は、行政事件訴訟法第十二条第四項の規定により同項に規定する特定管轄

裁判所に開示決定等又はこれに係る不服申立てに対する決定に係る抗告訴訟で少額領収

書等開示訴訟以外のものが提起された場合について準用する。 

 （政治団体の支部に係るこの節の規定の適用） 

第十九条の十七 政治団体（政党及び第五条第一項各号に掲げる団体を除く。）が支部を

有する場合には、当該政治団体の本部及び支部は、それぞれ一の政治団体とみなして、

この節の規定（これに係る罰則を含む。）を適用する。 

    第二節 登録政治資金監査人 

 （登録） 

第十九条の十八 次の各号のいずれかに該当する者は、登録政治資金監査人名簿に、氏名、

生年月日、住所その他総務省令で定める事項の登録を受けて、登録政治資金監査人とな

ることができる。 

 一 弁護士 

 二 公認会計士 



 三 税理士 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、前項の登録を受けることができない。 

 一 第二十六条の六又は第二十六条の七の罪を犯し刑に処せられ、その執行を終わり、

又はその執行を受けることのなくなつた日から三年を経過しない者 

 二 第十九条の二十二第一項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から三年

を経過しない者 

 三 懲戒処分により、弁護士、公認会計士又は税理士の業務を停止された者で、現にそ

の処分を受けているもの 

 （登録政治資金監査人名簿） 

第十九条の十九 登録政治資金監査人名簿は、政治資金適正化委員会に備える。 

２ 登録政治資金監査人名簿の登録は、政治資金適正化委員会が行う。 

３ 政治資金適正化委員会は、総務省令で定めるところにより、第一項の登録政治資金監

査人名簿を磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる物を含む。）をもつて調製することができる。 

 （登録の手続） 

第十九条の二十 第十九条の十八第一項の登録を受けようとする者（以下この条において

「申請者」という。）は、同項に規定する事項を記載した登録申請書を、同項各号のい

ずれかに該当する者であることを証する書面を添えて、政治資金適正化委員会に提出し

なければならない。 

２ 政治資金適正化委員会は、前項の規定による登録申請書の提出があつた場合において、

申請者が第十九条の十八第一項各号のいずれかに該当する者（同条第二項各号のいずれ

かに該当する者を除く。）であるときは、遅滞なく登録を行い、申請者が同条第一項各

号のいずれにも該当しない者であるとき又は同条第二項各号のいずれかに該当する者で

あるときは、登録を拒否しなければならない。 

３ 政治資金適正化委員会は、前項の規定により登録政治資金監査人名簿に登録したとき

は当該申請者に登録政治資金監査人証票を交付し、同項の規定により登録を拒否したと

きはその理由を付記した書面によりその旨を当該申請者に通知しなければならない。 

 （変更登録） 

第十九条の二十一 登録政治資金監査人は、第十九条の十八第一項の規定により登録を受

けた事項に変更を生じたときは、遅滞なく変更の登録を申請しなければならない。 

 （登録の取消し） 

第十九条の二十二 政治資金適正化委員会は、登録政治資金監査人の登録を受けた者が、

第十九条の十八第一項各号のいずれかに該当する者であること又は同条第二項各号のい

ずれにも該当しないことについて、記載すべき事項を記載せず若しくは虚偽の記載をし

て第十九条の二十第一項の規定による登録申請書を提出し、その申請に基づき当該登録

を受けた者であることが判明したときは、その登録を取り消さなければならない。 



２ 政治資金適正化委員会は、前項の規定により登録を取り消すときは、その理由を付記

した書面により、その旨を当該処分を受ける者に通知しなければならない。 

 （登録の抹消） 

第十九条の二十三 政治資金適正化委員会は、登録政治資金監査人が次の各号のいずれか

に該当するとき又は本人から登録の抹消の申請があつたときは、遅滞なく当該登録を抹

消しなければならない。 

 一 第十九条の十八第一項各号のいずれにも該当しなくなつたとき。 

 二 第十九条の十八第二項第一号又は第三号に該当するに至つたとき。 

 三 前条第一項の規定により登録を取り消されたとき。 

２ 登録政治資金監査人が前項第一号又は第二号に該当することとなつたときは、その者、

その法定代理人又はその相続人は、遅滞なく、政治資金適正化委員会にその旨を届け出

なければならない。 

 （登録及び登録の抹消の公告） 

第十九条の二十四 政治資金適正化委員会は、登録政治資金監査人の登録をしたとき及び

その登録を抹消したときは、遅滞なく、その旨及び登録を抹消した場合にはその事由を、

官報への掲載、インターネットの利用その他の適切な方法により公告しなければならな

い。 

 （登録政治資金監査人証票の返還） 

第十九条の二十五 登録政治資金監査人の登録が抹消されたときは、その者、その法定代

理人又はその相続人は、遅滞なく、登録政治資金監査人証票を政治資金適正化委員会に

返還しなければならない。 

 （登録の細目） 

第十九条の二十六 この節に定めるもののほか、登録の手続、登録の抹消、登録政治資金

監査人名簿、登録政治資金監査人証票その他登録に関する細目については、総務省令で

定める。 

 （登録政治資金監査人の研修） 

第十九条の二十七 登録政治資金監査人は、総務省令で定めるところにより、政治資金適

正化委員会が行う政治資金監査に関する研修を受けるものとする。 

２ 政治資金適正化委員会は、前項の研修を修了した者について登録政治資金監査人名簿

に当該研修を修了した旨を付記するとともに、当該研修を修了した者に対しその旨を証

する書面を交付しなければならない。 

３ 政治資金適正化委員会は、第一項の研修を受ける登録政治資金監査人から実費の範囲

内において政令で定める額の手数料を徴収することができる。 

 （秘密保持義務） 

第十九条の二十八 登録政治資金監査人又は登録政治資金監査人であつた者は、正当な理

由がなく、政治資金監査の業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 



２ 登録政治資金監査人の使用人その他の従業者又はこれらの者であつた者は、正当な理

由がなく、政治資金監査の業務を補助したことについて知り得た秘密を漏らしてはなら

ない。 

    第三節 政治資金適正化委員会 

 （設置） 

第十九条の二十九 総務省に、政治資金適正化委員会（以下この節において「委員会」と

いう。）を置く。 

 （所掌事務） 

第十九条の三十 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 第十二条第一項又は第十七条第一項の報告書の記載方法に係る基本的な方針を定め

ること。 

 二 登録政治資金監査人の登録に関すること。 

 三 登録政治資金監査人に係る研修を行うこと。 

 四 政治資金監査に関する具体的な指針を定めること。 

 五 登録政治資金監査人に対し、政治資金監査の適確な実施について必要な指導及び助

言を行うこと。 

 六 第十九条の十六第五項に規定する権利の濫用又は公の秩序若しくは善良の風俗に反

すると認められる場合についての具体的な指針を定めること。 

 七 前各号に掲げるもののほか、法律又は法律に基づく命令に基づき委員会に属させら

れた事務 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、政治資金の収支の報告及び公開に関する重要

事項について、総務大臣に建議することができる。 

 （組織） 

第十九条の三十一 委員会は、委員五人をもつて組織する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

 （委員） 

第十九条の三十二 委員は、学識経験のある者のうちから、国会の議決による指名に基づ

いて、総務大臣が任命する。 

２ 前項の指名に当たつては、同一の政党その他の政治団体に属する者が三人以上となら

ないようにしなければならない。 

３ 委員の任期は、三年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 前項の規定にかかわらず、委員は、国会の閉会又は衆議院の解散の場合に任期が満了

したときは、新たに委員が、その後最初に召集された国会における指名に基づいて任命

されるまでの間、なお在任するものとする。 

５ 総務大臣は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認める場合又は委員に

職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認める場合においては、国会



の同意を得て、これを罷免することができる。 

６ 委員のうち同一の政党その他の政治団体に属する者が三人以上となつた場合において

は、総務大臣は、くじで定める二人以外の委員を罷免するものとする。 

７ 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

 （委員長） 

第十九条の三十三 委員会に委員長を置き、委員の互選によつて委員のうちからこれを定

める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第十九条の三十四 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員長及び二人以上の委員の出席がなければ、会議を開き、議決をするこ

とができない。 

３ 委員会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

４ 委員長に事故がある場合の第二項の規定の適用については、前条第三項に規定する委

員は、委員長とみなす。 

 （資料の提出その他の協力） 

第十九条の三十五 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長及び都道府県の選挙管理委員会に対し、資料の提出、意見の開陳、説

明その他の必要な協力を求めることができる。 

２ 委員会は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、前項に規定

する者以外の者であつて政治資金に関し識見を有する者に対しても、必要な協力を依頼

することができる。 

 （事務局） 

第十九条の三十六 委員会の事務を処理させるため、委員会に事務局を置く。 

２ 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置く。 

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。 

 （政令への委任） 

第十九条の三十七 この節に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項

は、政令で定める。 

 第二十条第一項中「九月三十日」を「十一月三十日」に改め、同条に次の一項を加える。 

４ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第一項の規定にかかわらず、インターネ

ットの利用その他の適切な方法により同項の報告書を公表するときは、当該報告書の要

旨を公表することを要しない。この場合において、インターネットの利用その他の適切



な方法による当該報告書の公表は、同項の規定による報告書の要旨の公表とみなす。 

 第二十条の二の見出し中「閲覧」を「閲覧等」に改め、同条第一項中「による報告書」

の下に「、第十二条第二項（第十七条第四項において準用する場合を含む。第三十二条第

三号において同じ。）」を、「含む」の下に「。次項において同じ」を、「書面」の下に

「並びに第十九条の十四の規定による政治資金監査報告書」を加え、同条第二項中「又は

書面」を「、第十四条第一項の規定による書面又は政治資金監査報告書」に改め、「閲

覧」の下に「又は写しの交付」を加え、同条に次の一項を加える。 

３ 前項の規定により、総務大臣に対して写しの交付を請求しようとする者は、実費の範

囲内において政令で定める額の手数料を納付しなければならない。 

 第二十条の三第一項中「（平成十一年法律第四十二号）」を削る。 

 第二十四条第一号中「第十八条第二項」を「第十八条第三項」に改め、同条第四号中

「第十六条第一項」の下に「（第十九条の十一第二項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）」を加え、「又は領収書等」を「、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出

の明細書等又は振込明細書」に改め、同条第五号中「第十六条第一項」の下に「（第十九

条の十一第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」を加え、「又は領収書

等」を「、領収書等、領収書等を徴し難かつた支出の明細書等又は振込明細書」に改める。 

 第二十五条第一項第一号の次に次の一号を加える。 

 一の二 第十九条の十四の規定に違反して、政治資金監査報告書の提出をしなかつた者 

 第二十五条第一項第二号中「第十八条第三項」を「第十八条第四項」に改める。 

 第二十六条の五の次に次の二条を加える。 

第二十六条の六 第十九条の十三第三項の政治資金監査報告書に虚偽の記載をした者は、

三十万円以下の罰金に処する。 

第二十六条の七 第十九条の二十八又は第十九条の三十二第七項の規定に違反して秘密を

漏らした者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

 第三十二条第三号を同条第四号とし、同条第二号中「報告書」の下に「、書面（第十二

条第二項の規定によるものに限る。）及び政治資金監査報告書」を加え、同号を同条第三

号とし、同条第一号を同条第二号とし、同条に第一号として次の一号を加える。 

 一 第十九条の十六の規定による少額領収書等の写しの開示に要する費用 

 第三十二条の三中「（昭和三十二年法律第二十六号）」を削り、同条を第三十二条の四

とする。 

 第三十二条の二中「第十六条」の下に「（第十九条の十一第二項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）」を加え、同条を第三十二条の三とする。 

 第三十二条の次に次の一条を加える。 

 （電子情報処理組織を使用する方法により行う届出等の特例） 

第三十二条の二 第六条第一項（同条第五項において準用する場合を含む。）若しくは第

二項、第六条の三、第七条第一項、第十二条第一項若しくは第二項（第十七条第四項に



おいて準用する場合を含む。）、第十四条第一項（第十七条第四項において準用する場

合を含む。）、第十七条第一項、第十八条第四項、第十九条第二項、第三項若しくは第

四項、第十九条の十四又は第二十九条の規定による届出、提出又は添付のうち総務大臣

に対するものは、電子情報処理組織を使用して行うときは、これらの規定にかかわらず、

都道府県の選挙管理委員会を経て行うことを要しない。 

 第三十三条の二第一項第一号中「第十八条第四項」を「第十八条第五項」に改め、「第

十九条の二」の下に「、第十九条の十六」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十年一月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 第三章の次に一章を加える改正規定中第三章の二第二節及び第三節に係る部分、第

二十六条の五の次に二条を加える改正規定中第二十六条の七に係る部分並びに附則第

十四条から第十七条までの規定 平成二十年四月一日 

 二 第六条及び第七条第一項の改正規定、第七条の二第一項の改正規定（国会議員関係

政治団体の届出に関する部分に限る。）並びに第十九条の五の二の改正規定 平成二

十年十月一日 

 （任命のために必要な行為） 

第二条 この法律による改正後の政治資金規正法（以下「新法」という。）第十九条の三

十二第一項の規定による政治資金適正化委員会の委員の任命のために必要な行為は、前

条第一号に定める日前においても行うことができる。 

 （国会議員関係政治団体の届出に関する経過措置） 

第三条 新法第十九条の八第一項及び第二項の規定は、附則第一条第二号に定める日の前

日までの間は、適用しない。 

２ 附則第一条第二号に定める日から平成二十年十二月三十一日までの間における新法第

十九条の七第一項に規定する国会議員関係政治団体（同条第二項の規定により同条第一

項第一号に係る国会議員関係政治団体とみなされるものを含む。）に係る新法第六条第

一項及び第七条第一項の規定の適用については、これらの規定中「七日以内」とあるの

は、「平成二十年十二月三十一日まで」とする。 

 （領収書等の写しに関する経過措置） 

第四条 新法第十二条第二項の規定は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）

の属する年以後の年に係る同条第一項の規定による報告書及び施行日以後に新法第十七

条第一項の規定により同項の報告書を提出すべき事由が生じた場合における当該報告書

に併せて提出すべき領収書等の写しについて適用し、施行日の属する年の前年以前の年

に係る新法第十二条第一項の規定による報告書及び施行日前にこの法律による改正前の

政治資金規正法（以下「旧法」という。）第十七条第一項の規定により同項の報告書を



提出すべき事由が生じた場合における当該報告書に併せて提出すべき領収書等の写しに

ついては、旧法の規定の例による。 

 （国会議員関係政治団体に係る領収書等の徴収に関する経過措置） 

第五条 新法第十九条の九において読み替えて適用する第十一条及び第十九条の十一の規

定は、平成二十一年一月一日（以下「適用日」という。）以後の支出について適用し、

適用日前の支出については、旧法の規定の例による。 

 （国会議員関係政治団体に係る報告書の記載及び提出に関する経過措置） 

第六条 新法第十九条の十において読み替えて適用する第十二条第一項及び第十七条第一

項、第十九条の十三並びに第十九条の十四の規定は、適用日の属する年以後の年に係る

新法第十二条第一項の規定による報告書及び適用日以後に新法第十七条第一項の規定に

より同項の報告書を提出すべき事由が生じた場合における当該報告書の記載及び提出に

ついて適用する。 

２ 適用日の属する年の前年以前の年に係る新法第十二条第一項の規定による報告書並び

に施行日前に旧法第十七条第一項の規定により同項の報告書を提出すべき事由が生じた

場合及び施行日以後適用日前に新法第十七条第一項の規定により同項の報告書を提出す

べき事由が生じた場合における当該報告書の記載及び提出については、旧法の規定の例

による。 

 （国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示に関する経過措置） 

第七条 新法第十九条の十六の規定は、適用日の属する年以後の年に係る同条第一項に規

定する少額領収書等の写しの開示について適用する。 

 （収支報告書の要旨の公表に関する経過措置） 

第八条 新法第二十条第一項の規定は、適用日の属する年以後の年に係る新法第十二条第

一項の規定による報告書の要旨の公表について適用し、適用日の属する年の前年以前の

年に係る同項の規定による報告書の要旨の公表については、旧法の規定の例による。 

 （収支報告書等の写しの交付等に関する経過措置） 

第九条 新法第二十条の二第二項（写しの交付に関する部分に限る。）及び第三項並びに

第三十二条の三（この法律による改正に係る部分に限る。）の規定は、適用日の前日ま

での間は、適用しない。 

 （電子情報処理組織の使用に関する経過措置） 

第十条 新法第十九条の十五及び第三十二条の二の規定は、平成二十一年十二月三十一日

までの間は、適用しない。 

 （罰則に関する経過措置） 

第十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該規定。以下この条に

おいて同じ。）の施行前にした行為並びに附則第四条、第五条及び第六条第二項の規定

により旧法の規定の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に

対する罰則の適用については、なお従前の例による。 



 （政令への委任） 

第十二条 附則第三条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 

 （地方自治法の一部改正） 

第十三条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一政治資金規正法（昭和二十三年法律第百九十四号）の項第一号イ中「第十八

条第四項」を「第十八条第五項」に改め、「第十九条の二」の下に「、第十九条の十

六」を加える。 

 （特別職の職員の給与に関する法律の一部改正） 

第十四条 特別職の職員の給与に関する法律（昭和二十四年法律第二百五十二号）の一部

を次のように改正する。 

  第一条第七十号の次に次の一号を加える。 

  七十の二 政治資金適正化委員会の委員 

 （登録免許税法の一部改正） 

第十五条 登録免許税法（昭和四十二年法律第三十五号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一第三十二号?の次に次のように加える。 

  二の二 政治資金規正法（昭和二十三年法律

第百九十四号）第十九条の十八（登録）の

登録政治資金監査人の登録 

登録件数 一件につき一万五千

円 

 

 （総務省設置法の一部改正） 

第十六条 総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「・第二十三条」を「－第二十三条の二」に改める。 

  第二十二条の見出しを「（設置）」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 前項に定めるもののほか、別に法律で定めるところにより総務省に置かれる特別の

機関で本省に置かれるものは、政治資金適正化委員会とする。 

  第二十三条を次のように改める。 

  （中央選挙管理会） 

 第二十三条 中央選挙管理会の権限、組織、委員の任命その他の事項については、公職

選挙法、最高裁判所裁判官国民審査法（昭和二十二年法律第百三十六号）及び政党交

付金の交付を受ける政党等に対する法人格の付与に関する法律（平成六年法律第百六

号）並びにこれらに基づく命令の定めるところによる。 

  第三章第三節中第二十三条の次に次の一条を加える。 

  （政治資金適正化委員会） 

 第二十三条の二 政治資金適正化委員会については、政治資金規正法（昭和二十三年法

律第百九十四号。これに基づく命令を含む。）の定めるところによる。 

 （日本国憲法の改正手続に関する法律の一部改正） 



第十七条 日本国憲法の改正手続に関する法律（平成十九年法律第五十一号）の一部を次

のように改正する。 

  附則第九条のうち総務省設置法第二十二条第二項の改正規定中「第二十二条第二項」

を「第二十三条」に改める。 

 （検討） 

第十八条 新法の規定については、国会議員関係政治団体に係る収支報告等の特例制度の

実施後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、収支報告等の特例制度の対象と

なる政治団体の範囲の拡大等について検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置

が講ぜられるものとする。 



     理 由 

 政治団体の支出に係る収支報告の適正の確保及び透明性の向上のため、国会議員関係政

治団体に係る収支報告等について、登録政治資金監査人による政治資金監査の義務付け、

支出の明細を記載する金額の引下げ、少額領収書の公開等に関する特例制度を設けるとと

もに、総務省に政治資金適正化委員会を置く等の必要がある。これが、この法律案を提出

する理由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、政治資金適正化委員会関係、収支報告書の形式審査及

び情報公開対応関係について、平年度約十三億円の見込みである。 


